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調達要求番号：６Ｎ５Ｕ１Ｃ１０００１ 

陸 上 自 衛 隊 仕 様 書 

物品番号  仕 様 書 番 号 

自衛隊福島地方協力本部会津若松出張所で使用

する電気 

福島地本－Ｚ２０００５１ 

作    成 令和４年 １月１４日 

変    更 令和８年 ２月１６日 

作成部隊等名 自衛隊福島地方協力本部総務課 

1 総則 

1.1 需要場所 

 福島県会津若松市門田町黒岩字大坪５７－１ 自衛隊福島地方協力本部会津若松出張所 

1.2 業種及び用途 

 官公署（国家事務） 

 

2 仕様 

2.1 供給電力方式等 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （月別の予定使用電力量は，表１のとおり。） 

2.2 使用期間 

 自 令和８年４月 １日午前 ０時 

 至 令和９年３月３１日午後１２時 

2.3 電力量の検針 

 計量器，その付属装置及び区分装置については，電気供給契約者側にて取り付ける。計量は契約種別

計量とし，需要場所に設置してある取引用メーターで計量ができるものとする。 

2.4 供給電気の種類等（再エネ比率） 

 「RE100 TECHNICAL CRITERIA」の要件を満たす再生可能エネルギー電気を供給することとし，その

電力の再生可能エネルギー比率については下記のいずれかとする。 

  a）再生可能エネルギー比率６０％以上 

  b) 再生可能エネルギー比率３０％以上 

   c) 再生可能エネルギー比率に関する条件なし 

参照：別紙第１「RE100 technical criteria」の概要 http://there100.prg/gpomg-100 

2.5 再エネ比率の確認ができる書類の提出 

 供給する電力量に占める再生エネルギー電気の比率について確認できる資料を半期（９月・３月）ご

と提出すること。 

区分 従量電灯Ｂ 低圧電力

①供給電気方式 交流単相２線式 交流３相３線式

②供給電圧（標準電圧） １００Ｖ １００Ｖ、２００Ｖ

③計量電圧（標準電圧） １００Ｖ １００Ｖ、２００Ｖ

④標準周波数 ５０Ｈｚ ５０Ｈｚ

⑤蓄熱式負荷設備の有無 無 無

⑥予定契約電力等 ６０Ａ １３ｋＷ

⑦予定使用電力量 ８，８００ｋＷｈ ８，４００ｋＷｈ
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2.6 需給地点 

 需要場所に同じ 

 

2.7 保安責任分界点 

 需要場所に同じ 

 

2.8 財産分界点  

 需要場所に同じ 

 

3 その他 

3.1 力率は，使用期間中１００パーセントを保持する予定 

3.2 フリッカ発生器等の電気の質に悪影響を与えるような負荷設備は特に有していない。 

3.3 燃料費調整，太陽光発電促進付加金及び電気事業者による再生エネルギー電気の調達に関する特

別措置法に基づく賦課金は考慮しない。 

3.4 使用電気料については，月別に官側の確認を得るものとする。 
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表１ 月別予定使用電力量 

 

（単位：ｋＷＨ） 

年月 
予定使用電力量 

（従量電灯Ｂ） 

予定使用電力量 

（低圧電力） 

令和８年  ４月分          ８００          ６００ 

令和８年  ５月分          ７００          ３００ 

令和８年  ６月分          ６００          ４００ 

令和８年  ７月分          ７００          ８００ 

令和８年  ８月分          ７００        １，０００ 

令和８年  ９月分          ９００          ９００ 

令和８年 １０月分          ７００ ５００ 

令和８年 １１月分 ７００ ６００ 

令和８年 １２月分 ９００ １，１００ 

令和９年  １月分 ８００ １，２００ 

令和９年  ２月分 ８００ １，３００ 

令和９年  ３月分 ７００ １，１００ 

合 計 ９，０００ ９，８００ 
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調達要求番号：６Ｎ５Ｕ１Ｃ１０００２ 

陸 上 自 衛 隊 仕 様 書 

物品番号  仕 様 書 番 号 

自衛隊福島地方協力本部いわき地域事務所で使

用する電気 

福島地本－Ｚ２０００５２ 

作    成 令和４年 １月１４日 

変    更 令和８年 ２月１６日 

作成部隊等名 自衛隊福島地方協力本部総務課 

1 総則 

1.1 需要場所 

 福島県いわき市平南白土２－３－４ 自衛隊福島地方協力本部いわき地域事務所 

1.2 業種及び用途 

 官公署（国家事務） 

 

2 仕様 

2.1 供給電力方式等 

区分 従量電灯Ｃ 低圧電力 

① 供給電気方式 交流単相２線式 交流３相３線式 

② 供給電圧（標準電圧） １００Ⅴ １００Ⅴ、２００Ⅴ 

③ 計量電圧（標準電圧） １００Ⅴ １００Ⅴ、２００Ⅴ 

④ 標準周波数 ５０Ｈｚ ５０Ｈｚ 

⑤ 蓄熱式負荷設備の有無 無 無 

⑥ 予定契約電力等 １２ｋＶＡ １２ｋＷ 

⑦ 予定使用電力量 ８，２００ｋＷｈ ８，０００ｋＷｈ 

  （月別の予定使用電力量は，表１のとおり。） 

2.2 使用期間 

 自 令和８年４月 １日午前 ０時 

 至 令和９年３月３１日午後１２時 

2.3 電力量の検針 

 計量器，その付属装置及び区分装置については，電気供給契約者側にて取り付ける。計量は契約種別

計量とし，需要場所に設置してある取引用メーターで計量ができるものとする。 

2.4 供給電気の種類等（再エネ比率） 

 「RE100 TECHNICAL CRITERIA」の要件を満たす再生可能エネルギー電気を供給することとし，その

電力の再生可能エネルギー比率については下記のいずれかとする。 

  a）再生可能エネルギー比率６０％以上 

  b) 再生可能エネルギー比率３０％以上 

   c) 再生可能エネルギー比率に関する条件なし 

参照：別紙第１「RE100 technical criteria」の概要 http://there100.prg/gpomg-100 

2.5 再エネ比率の確認ができる書類の提出 

 供給する電力量に占める再生エネルギー電気の比率について確認できる資料を半期（９月・３月）ご

と提出すること。 
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2.6 需給地点 

 需要場所に同じ 

 

2.7 保安責任分界点 

 需要場所に同じ 

 

2.8 財産分界点  

 需要場所に同じ 

 

3 その他 

3.1 力率は，使用期間中１００パーセントを保持する予定 

3.2 フリッカ発生器等の電気の質に悪影響を与えるような負荷設備は特に有していない。 

3.3 燃料費調整，太陽光発電促進付加金及び電気事業者による再生エネルギー電気の調達に関する特

別措置法に基づく賦課金は考慮しない。 

3.4 使用電気料については，月別に官側の確認を得るものとする。 
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表１ 月別予定使用電力量 

 

（単位：ｋＷＨ） 

年月 
予定使用電力量 

（従量電灯Ｃ） 

予定使用電力量 

（低圧電力） 

令和８年 ４月分 ７００ ６００ 

令和８年 ５月分 ７００ ３００ 

令和８年 ６月分 ６００ ２００ 

令和８年 ７月分 ６００ ４００ 

令和８年 ８月分 ７００ ６００ 

令和８年 ９月分 ６００ ６００ 

令和８年１０月分 ５００ ４００ 

令和８年１１月分 ７００ ４００ 

令和８年１２月分 ７００ ６００ 

令和９年 １月分 ６００ ８００ 

令和９年 ２月分 ８００ ８００ 

令和９年 ３月分 ８００ ９００ 

合計 ８，０００ ６，６００ 
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調達要求番号：６Ｎ５Ｕ１Ｃ１０００３ 

陸 上 自 衛 隊 仕 様 書 

物品番号  仕 様 書 番 号 

自衛隊福島地方協力本部郡山地域事務所で使用

する電気 

福島地本－Ｚ２０００５３ 

作    成 令和４年 １月１４日 

変    更 令和８年 ２月１６日 

作成部隊等名 自衛隊福島地方協力本部総務課 

1 総則 

1.1 需要場所 

 福島県郡山市香久池２－１７－１３ 自衛隊福島地方協力本部郡山地域事務所 

1.2 業種及び用途 

 官公署（国家事務） 

 

2 仕様 

2.1 供給電力方式等 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （月別の予定使用電力量は，表１のとおり。） 

2.2 使用期間 

 自 令和８年４月 １日午前 ０時 

 至 令和９年３月３１日午後１２時 

2.3 電力量の検針 

 計量器，その付属装置及び区分装置については，電気供給契約者側にて取り付ける。計量は契約種別

計量とし，需要場所に設置してある取引用メーターで計量ができるものとする。 

2.4 供給電気の種類等（再エネ比率） 

 「RE100 TECHNICAL CRITERIA」の要件を満たす再生可能エネルギー電気を供給することとし，その

電力の再生可能エネルギー比率については下記のいずれかとする。 

  a）再生可能エネルギー比率６０％以上 

  b) 再生可能エネルギー比率３０％以上 

   c) 再生可能エネルギー比率に関する条件なし 

参照：別紙第１「RE100 technical criteria」の概要 http://there100.prg/gpomg-100 

2.5 再エネ比率の確認ができる書類の提出 

 供給する電力量に占める再生エネルギー電気の比率について確認できる資料を半期（９月・３月）ご

と提出すること。 

区分 従量電灯Ｂ 低圧電力

①供給電気方式 交流単相２線式 交流３相３線式

②供給電圧（標準電圧） １００Ｖ １００Ｖ、２００Ｖ

③計量電圧（標準電圧） １００Ｖ １００Ｖ、２００Ｖ

④標準周波数 ５０Ｈｚ ５０Ｈｚ

⑤蓄熱式負荷設備の有無 無 無

⑥予定契約電力等 ６０Ａ １８ｋＷ

⑦予定使用電力量 ６，５００ｋＷｈ ３，６００ｋＷｈ
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2.6 需給地点 

 需要場所に同じ 

 

2.7 保安責任分界点 

 需要場所に同じ 

 

2.8 財産分界点  

 需要場所に同じ 

 

3 その他 

3.1 力率は，使用期間中１００パーセントを保持する予定 

3.2 フリッカ発生器等の電気の質に悪影響を与えるような負荷設備は特に有していない。 

3.3 燃料費調整，太陽光発電促進付加金及び電気事業者による再生エネルギー電気の調達に関する特

別措置法に基づく賦課金は考慮しない。 

3.4 使用電気料については，月別に官側の確認を得るものとする。 
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表１ 月別予定使用電力量 

 

（単位：ｋＷＨ） 

年月 
予定使用電力量 

（従量電灯Ｂ） 

予定使用電力量 

（低圧電力） 

令和８年  ４月分          ６００          ３００ 

令和８年  ５月分          ５００          １００ 

令和８年  ６月分          ５００          ２００ 

令和８年  ７月分          ５００          ４００ 

令和８年  ８月分          ５００        ６００ 

令和８年  ９月分          ５００          ５００ 

令和８年 １０月分          ５００ ２００ 

令和８年 １１月分 ５００ ３００ 

令和８年 １２月分 ６００ ５００ 

令和９年  １月分 ６００ ５００ 

令和９年  ２月分 ６００ ５００ 

令和９年  ３月分 ６００ ５００ 

合 計 ６，５００ ４，６００ 
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調達要求番号：６Ｎ５Ｕ１Ｃ１０００４ 

陸 上 自 衛 隊 仕 様 書 

物品番号  仕 様 書 番 号 

自衛隊福島地方協力本部福島募集案内所で使用

する電気 

福島地本－Ｚ２０００５４ 

作    成 令和４年 １月１４日 

変    更 令和８年 ２月１６日 

作成部隊等名 自衛隊福島地方協力本部総務課 

1 総則 

1.1 需要場所 

 福島県福島市八木田字榎内２５－１ 自衛隊福島地方協力本部福島募集案内所 

1.2 業種及び用途 

 官公署（国家事務） 

 

2 仕様 

2.1 供給電力方式等 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （月別の予定使用電力量は，表１のとおり。） 

2.2 使用期間 

 自 令和８年４月 １日午前 ０時 

 至 令和９年３月３１日午後１２時 

2.3 電力量の検針 

 計量器，その付属装置及び区分装置については，電気供給契約者側にて取り付ける。計量は契約種別

計量とし，需要場所に設置してある取引用メーターで計量ができるものとする。 

2.4 供給電気の種類等（再エネ比率） 

「RE100 TECHNICAL CRITERIA」の要件を満たす再生可能エネルギー電気を供給することとし，その電

力の再生可能エネルギー比率については下記のいずれかとする。 

  a）再生可能エネルギー比率６０％以上 

  b) 再生可能エネルギー比率３０％以上 

   c) 再生可能エネルギー比率に関する条件なし 

参照：別紙第１「RE100 technical criteria」の概要 http://there100.prg/gpomg-100 

2.5 再エネ比率の確認ができる書類の提出 

 供給する電力量に占める再生エネルギー電気の比率について確認できる資料を半期（９月・３月）ご

と提出すること。 

区分 従量電灯Ｃ

①供給電気方式 交流単相２線式

②供給電圧（標準電圧） １００Ｖ

③計量電圧（標準電圧） １００Ｖ

④標準周波数 ５０Ｈｚ

⑤蓄熱式負荷設備の有無 無

⑥予定契約電力等 １９ｋＶＡ

⑦予定使用電力量 １４，９００ｋＷｈ
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2.6 需給地点 

 需要場所に同じ 

 

2.7 保安責任分界点 

 需要場所に同じ 

 

2.8 財産分界点 

 需要場所に同じ 

 

3 その他 

3.1 力率は，使用期間中１００パーセントを保持する予定 

3.2 フリッカ発生器等の電気の質に悪影響を与えるような負荷設備は特に有していない。 

3.3 燃料費調整，太陽光発電促進付加金及び電気事業者による再生エネルギー電気の調達に関する特

別措置法に基づく賦課金は考慮しない。 

3.4 使用電気料については，月別に官側の確認を得るものとする。 
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表１ 月別予定使用電力量 

 

（単位：ｋＷＨ） 

年月 
予定使用電力量 

（従量電灯Ｃ） 

令和８年 ４月分 １，２００ 

令和８年 ５月分 ９００ 

令和８年 ６月分 ８００ 

令和８年 ７月分 １，０００ 

令和８年 ８月分 １，３００ 

令和８年 ９月分 １，４００ 

令和８年１０月分 １，１００ 

令和８年１１月分 １，０００ 

令和８年１２月分 １，３００ 

令和９年 １月分 １，４００ 

令和９年 ２月分 １，８００ 

令和９年 ３月分 １，８００ 

合計 １５，０００ 
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調達要求番号：６Ｎ５Ｕ１Ｃ１０００５ 

陸 上 自 衛 隊 仕 様 書 

物品番号  仕 様 書 番 号 

自衛隊福島地方協力本部相双地域事務所で使用

する電気 

福島地本－Ｚ２０００５５ 

作    成 令和４年 １月１４日 

変    更 令和８年 ２月１６日 

作成部隊等名 自衛隊福島地方協力本部総務課 

1 総則 

1.1 需要場所 

 福島県南相馬市原町区高見町１丁目１４２－２ 自衛隊福島地方協力本部相双地域事務所 

1.2 業種及び用途 

 官公署（国家事務） 

 

2 仕様 

2.1 供給電力方式等 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （月別の予定使用電力量は，表１のとおり。） 

2.2 使用期間 

 自 令和８年４月 １日午前 ０時 

 至 令和９年３月３１日午後１２時 

2.3 電力量の検針 

 計量器，その付属装置及び区分装置については，電気供給契約者側にて取り付ける。計量は契約種別

計量とし，需要場所に設置してある取引用メーターで計量ができるものとする。 

2.4 供給電気の種類等（再エネ比率） 

 「RE100 TECHNICAL CRITERIA」の要件を満たす再生可能エネルギー電気を供給することとし，その

電力の再生可能エネルギー比率については下記のいずれかとする。 

  a）再生可能エネルギー比率６０％以上 

  b) 再生可能エネルギー比率３０％以上 

   c) 再生可能エネルギー比率に関する条件なし 

参照：別紙第１「RE100 technical criteria」の概要 http://there100.prg/gpomg-100 

2.5 再エネ比率の確認ができる書類の提出 

 供給する電力量に占める再生エネルギー電気の比率について確認できる資料を半期（９月・３月）ご

と提出すること。 

区分 従量電灯Ｂ 低圧電力

①供給電気方式 交流単相２線式 交流３相３線式

②供給電圧（標準電圧） １００Ｖ １００Ｖ、２００Ｖ

③計量電圧（標準電圧） １００Ｖ １００Ｖ、２００Ｖ

④標準周波数 ５０Ｈｚ ５０Ｈｚ

⑤蓄熱式負荷設備の有無 無 無

⑥予定契約電力等 ６０Ａ １５ｋＷ

⑦予定使用電力量 ４，９００ｋＷｈ ６，５００ｋＷｈ
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2.6 需給地点 

 需要場所に同じ 

 

2.7 保安責任分界点 

 需要場所に同じ 

 

2.8 財産分界点  

 需要場所に同じ 

 

3 その他 

3.1 力率は，使用期間中１００パーセントを保持する予定 

3.2 フリッカ発生器等の電気の質に悪影響を与えるような負荷設備は特に有していない。 

3.3 燃料費調整，太陽光発電促進付加金及び電気事業者による再生エネルギー電気の調達に関する特

別措置法に基づく賦課金は考慮しない。 

3.4 使用電気料については，月別に官側の確認を得るものとする。 
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表１ 月別予定使用電力量 

 

（単位：ｋＷＨ） 

年月 
予定使用電力量 

（従量電灯Ｂ） 

予定使用電力量 

（低圧電力） 

令和８年  ４月分          ５００          ４００ 

令和８年  ５月分          ４００          ３００ 

令和８年  ６月分          ４００          ３００ 

令和８年  ７月分          ４００          ５００ 

令和８年  ８月分          ４００        ８００ 

令和８年  ９月分          ４００          ５００ 

令和８年 １０月分          ４００ ３００ 

令和８年 １１月分 ４００ ３００ 

令和８年 １２月分 ５００ ５００ 

令和９年  １月分 ６００ ７００ 

令和９年  ２月分 ５００ １，０００ 

令和９年  ３月分 ５００ ９００ 

合 計 ５，４００ ６，５００ 
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別紙第１ 

 

「RE100 TECHNICAL CRITERIA」の概要 

 

 「RE100 TECHNICAL CRITERIA（※）」において，再生可能エネルギー源と認められているのは，以下の

ものである。 

１．バイオマス（バイオガスを含む） 

２．地熱 

３．太陽光 

４．水力 

５．風力 

また，RE100 における再生可能エネルギー電力の調達方法は，下表のとおり定められている。記載の

とおり，電気事業者から購入するほか，自家発電や電力証書の購入等も調達方法として認められている。

なお，調達する再生可能エネルギー電力（電力証書を含む。）に付随する環境価値については，重複利

用がなく，調達者単独の利用であると主張できることが必要となる。そのため，調達者は，電源情報と

ともに調達者へ環境価値を移転したこと及び第三者へ移転しないことの証明を電気事業者から得る必

要がある。 

 

表 RE100における再生可能エネルギー電力の調達方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：「その他の方法」では，RE100 Technical Advisory Group が評価の上，RE100の運営委員会が適

性を判断する。 

資料：RE100 TECHNICAL CRITERIA を基に作成 

 

※http://media.virbcdn.com/files/73/4c55f6034585b02f-RE100Technicalcriteria.pdf 
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別紙第２ 

 

特定電源割当証明書様式例 

 

 

 


